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研究成果の概要（和文）：近い将来、教科指導の中心を担うことになる30歳代の教員の力量形成は、地域が抱える喫緊
の課題である。5年後に危機的状況にならないよう（その状況を「５年後問題」と称した）、全国3地域において、地方
自治体と連携しながら彼らに対する研修プログラムを開発・実践し、その成果を評価することを目的として研究が進め
られた。
研修の結果、すべての地域において受講者の著しい成長を見ることができ、研修後も自主的な研究組織が継続して機能
するなど、その効果が確認された。そして、地域との連携形態としては、地方自治体が研修環境を整え、研修プログラ
ムの開発、研修会の企画・実施、そして評価のすべてを大学が担う形が望まれた。

研究成果の概要（英文）：Development of the teacher in his/her 30's is an important issue which local educa
tion community has. In three cities across the country, teacher education programs were developed and prac
ticed, cooperating with a local board of education and local principal's cummunity, and the result was eva
luated so that it may not be a critical situation after five years. (This issue was called as "prblem afte
r five years" in this study)
In all cities, a participant's remarkable growth was seen as a result of the training program, and the eff
ect was confirmed by using the several evaluation methods. Teachers' training organization bacame a indepe
ndent continued organization after finishing teacher education program.
It was recommended that the local self-governing body should improve teacher education environment, and te
acher college should do plan, practice, and evaluation of the program.

研究分野：

科研費の分科・細目：

社会科学

キーワード： 教科教育　教師教育　地域連携

教育学・教科教育学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究グループは、これまで科研費を獲得
して行ってきた研究成果として、初任教師が
最低限身につけておきたい教科指導力を一
覧表にして示した「教育実習到達目標段階
表」を開発し、また教員免許必修科目として
の「専門基礎教科」プログラムを開発し、さ
らに中堅教員が身につけたい指導力基準と
して「教科スタンダード」を開発してきた。 
 そこで、これらの成果を活用する形で、こ
れからの教科指導の中核を担うことになる
教員経験 10 年前後の教員を対象にした研修
プログラムを開発し、実践・評価する段階に
至ったことがメンバー間で合意され、研究に
着手した。 
 
２．研究の目的 
 日本の教員の年齢別構成を見ると、30 歳代
の教員数が著しく少ないことが、教育界で問
題になっている。そこで、彼らの教科指導力
を今高めておかないと、彼らが教科指導の中
核となって教育を進める 5 年後には、地域の
教育が深刻な事態を迎えることが予想され
る。これを、本研究では「5 年後問題」と称
し、この問題に取り組むべく以下の研究目的
を設定した。 
(1)これまでの研究成果を活用して、30 歳代
の教員を対象とした教員研修プログラムを
開発する。 

(2)地域の教育委員会や研修組織との連携方
策を探り、地域に応じた教員研修を企画・
実施・評価する。 

(3)様々な連携形態で実施される研修の成果
をもとに、大学と地方自治体との連携・協
同体制について考察する。 

 
３．研究の方法 
 本研究では、大学と地方自治体（教育委員
会、校長会、研修組織等）との連携形態につ
いて異なるアプローチを採用した地域とし
て、以下の 3 ヶ所を指定し、研究に取り組ん
だ。 

(1)静岡県小笠地区（掛川市・菊川市・御前
崎市）理科研修 

(2)静岡県焼津市、数学研修 
(3)島根県松江市・出雲市、社会科研修 

 これらの地域においては、地域の教育事情
に応じた独自の連携方策を採用し、地域ごと
に教科プログラムを開発し、それを実施、評
価した。特に、研修の終盤には、受講者が研
修から独立して、地域の教科指導の中核とし
て活躍できるようになったかどうかを評
価・検討した。 
 
４．研究成果 
(1)各地域の連携形態と参加者 
①静岡県小笠地区（理科） 
 本地区においては、小笠地区を構成する掛
川市・菊川市・御前崎市の各教育委員会、小
笠小中学校校長会、小笠教育研究協議会の 3

者の承認を得て、フォーマルな研修機会とし
て理科研修を位置づけることができた。した
がって、研修は勤務時間内に実施することが
でき、出張依頼も静岡大学に置く事務局から
行うことができた。いわば理科教員研修の全
面的委託を受けた形の研修であった。研修へ
の参加者は、校長会を通じて選出を依頼し、
9 名の小中学校理科教員の参加を得て実施し
た。 
②静岡県焼津市（数学） 
 焼津では、地域の数学教育のキーパーソン
の全面的な協力のもと、教育委員会と校長会
の承認を得、本地区でもフォーマルな研修と
して数学研修を位置づけることができ、勤務
時間内の研修を実施することができた。研修
へは、校長会を通じて中学校数学教員 7 名の
参加を得た。 
③島根県松江市・出雲市（社会科） 
 島根県では、対象年齢の社会科教員が県東
部地区に少なく、連携自治体としては規模が
大きいものの研修参加者の確保に困難があ
った。しかしながら、教育委員会と校長会の
協力を得て 14 名の参加者を得ることができ
た。研修実施形態は、上記 2 地区と異なり、
社会科研修の全面委託を受けるのではなく、
市の研修会の一部を担い、あわせて希望者に
よる休日活用の自主研修を実施した。 
 
(2)研修プログラムと実施期間 
①静岡県小笠地区（理科） 
 平成 22 年度より研修を開始し、23 年度ま
で 2 年間、地区のフォーマルな研修として展
開した。研修回数は年 7 回であった。研修プ
ログラムは、以下の内容を柱として構成した。 
・科学とは何か（科学の本質、特に理論と
法則の違い） 

・科学的探究活動のプロセスの特徴（特に
理論の先行性と、仮説と予測の区別） 

・理科授業への科学的探究の導入方策 
・授業における科学的思考力育成場面とそ
の方策 

・概念変容教授モデルを用いた授業づくり 
・単元の構想方策 

 続く平成 24 年度から 25 年度は、理科サー
クル活動的な自主的研修組織に衣替えをし
て研修を継続した。それは、受け身的な研修
を脱し、自ら学びたいという意欲を捉えた研
修組織を確立することが目的とされたから
である。したがって、研修は平日の勤務時間
終了後に、中学校において会場校の校長の協
力を得て実施した。この後期 2 年間の研修で
は、参加者の作成した単元構想・授業案の批
判的検討を中心に行い、特に、研修成果に基
づく検討を重視した。同時に、理科の新しい
教材を出発点とした授業構想検討も行った。 
 ②静岡県焼津市（数学） 
焼津地区では、平成 22 年度から 25 年度ま

で 4 年間、一貫したフォーマルな研修を実施
した。各年度の第 1 回は、その年度の活動方
針の確認と、3 回の研修会の日程・授業者の



確定を行った。第 2 回以後は、各授業研究に
関して、事前検討として、授業者から提案さ
れる単元計画、本時の学習指導案を検討した。
授業研究当日は、授業観察、事後の協議会を
設定、議論した。夏季休業中には半日を当て
て、時間的に余裕をもって事前検討を行った。
授業研究を実施しない研修会においては、事
前検討に続く後半に、大学教員の側から、授
業での教材の背景や単元全体の位置づけ、及
び関連する数学教育に関する論文や論考を
紹介、参加者の理解を深めた。 
③島根県松江市・出雲市（社会科） 
 本地区では、自己省察型教員研修モデルを
採用し、研修参加者が自身で授業を振り返り、
批判的に授業を省察できる力の育成を目指
した。具体的には、思考力・判断力・表現力
の育成を目指した中学校社会科単元構想と
授業づくりや、中学校社会科授業力評価スタ
ンダードを用いた授業分析、授業力向上につ
ながる授業研究の視点と方法に関する講義、
そして、作業課題を明確にした社会科授業構
想などを行った。実施期間は、平成 22 年度
から 24 年度までの 3 年間であった。 
 
(3)研修プログラムの評価 
：静岡県小笠地区の事例 

 研修プログラムは実施地区ごとに異なる
方法で評価された。ここではそのうち、静岡
県小笠地区において行われた理科研修の、平
成 22年度から 23年度までの 2年間の成果に
ついて、大きな成果が得られた項目を中心に
述べることとする。 
 

表１．科学の目的についての回答結果 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
表２．科学理論についての回答結果 

 
 
 
 
 
 
 
 

表３．理論と法則の違いについての記述例 
 
 
 
 
 
 
 

①理科が基礎を置く科学の動的な捉え方 
本研修では、「科学の本質に関するアンケ

ート」を研修前と後に実施した。評価問題は
全 8 問から構成されており、ここではそのう
ち 3 問について結果を報告する。 
 表１は、科学の目的に関して受講者の考え
方がどのように変容したかを見た結果であ
る。研修前は「生活を良くする」という実利
的な科学観や、「正しさの証明」という静的
な科学観、さらには「集めたり分類したりす
る」という操作的な科学観を有する者が過半
であったが、研修後は理解・説明・解釈とい
った動的な科学観、あるいは絶対的な真理を
求めるものではないという考え方にすべて
収束した。 
 表２の科学理論とは何かという問いに関
しては、「理論とは事実のことである」とい
う回答が多く見られたが、研修後は解釈とし
ての理論の捉え方に全員が変容した。それを
自由記述の形で聞いたものが表３の結果で
ある。これは受講者のうちの 1 名の回答事例
であるが、表現は簡潔になり、なおかつ適切
な表現となっている。 
 このように、本研修のねらい・主眼であっ
た動的な科学観、自然事象の解釈・説明とし
ての科学の捉え方が、受講者のほぼ全員に定
着した。 
②「授業構想力段階表」による自己評価 
 本研究につながる以前の研究において、教
師の指導力育成を図るために、授業構想力や
指導力、あるいは評価力について 3 段階から
なる「段階表」が開発された。表 4 にその一
部を示す。本研究ではこれを自己評価の道具
として活用し、研修前後で自身の指導力がど
の程度向上したかを自己評価してもらった。
その結果の一部を図１・図２に示す。 
 図１は授業前に授業目標をどの程度意識
して作成するようになったか、その変化を示
している。たとえば、授業前に学習者が持つ
素朴概念や学習に望む姿勢など、学習者の事
前把握について、研修前は段階 1 と 2 が約半
数であったものが、研修後は全員が段階 2 に
到達している。段階 3 に達した者はいなかっ
たが大きな向上である。また、教材の分析に
関しては最も大きな成果が見られた。図に示
すように、段階 1（「学習について正しく理解
している」）に留まる者が研修前には 6 名も
いたものが、研修後には段階 3（「これまで
の学習内容を踏まえた上で、各教材間のつ 
 

表４．「段階表」の事例（一部抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



ながりを分析している」）にほぼ全員（8 名）
が到達した。このことは、1 時間のみの限ら
れた視野の中で授業を捉えるのではなく、中
学校全体あるいは小学校からのつながりま
で含めた系統性の分析を行えるようになっ 
 
［研修前］ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
［研修後］ 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．授業目標に関する自己評価結果 
 
［研修前］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［研修後］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．授業構成に関する自己評価結果 

たことを示している。 
 続いて図２に関してであるが、これは「授
業構成」に関する自己評価結果を示している。
ここでは、各項目とも段階の上昇が顕著に見
られた。特に「指導法の工夫」においては、
初回アンケート時点で「画一的でない多様な
指導法が採用されている」（段階 1）にあった
6 人中 3 人が、「探究を催促する指導法が工夫
されている」（段階 3）へと 2 段階あげる結果
となった。授業や単元を作る場面において、
目標との整合性や指導法の工夫、学習形態の
工夫、目標と評価の一体化など、理科授業づ
くりにおける重要な考え方が身についてい
ると考えられる。 
③研修中の教師の発言分析 
 研修成果を評価する 3 つ目の方法は、研修
実施中に行われた受講者の発言分析である。
これは、研修で得た成果が日常行動にどう表
れるかを見るものであり、アンケート調査の
ように改まった評価の場を設定せず成果の
本質を見るための分析方法である。 
 発言分析の項目は、研修での講義内容を受
け、以下の 6 点を設定した。 
・単元構想や授業の流れに関する授業の「構
成」の発言 

・思考を求める学習に関する「科学的探究」
の発言 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



・授業目標との整合性や授業評価に関する
「目標」の発言 

・学習内容の理解や教材を何のためにどの
ように使うかに関する「教材理解」の発言 

・子どもの実態に関する「子ども理解」の
発言 

・実験そのものに関わる「実験方法」の発
言 

 これらの項目別に、2 年目（平成 23 年度）
の研修における受講者全員の発言を分類し
た結果が図３・図４である。2 年目第 2 回の
研修会における発言分析結果を示した図３
を見ると、「構成」と「探究」に関する発言
が多く見られ、前年度の成果が現れていると
判断されるが、「目標」に関する発言がこの
段階ではまったく見られない。代わって、学
習内容や実験・観察そのものに関する発言と、
子ども理解に関する発言が多くを占めてい
た。 
 ところが、図４に見られるように、2 年目
の第 4 回研修会に至ると、「構成」「探究」「目
標」の割合が増え、「目標」に関する発言も
見られるようになった。しかし、全体のバラ
ンスはなおよくない。これを研修参加者のう
ち顕著な成長を見せた者の発言割合で見る
と、2 年目第 2 回の研修会においても、「構成」
36％、「探究」32％、「目標」16％などとなっ
ており、研修の成果がはっきりと発言に現れ
ていた。この参加者は特に「構成」と「探究」
に重きを置いた授業づくりを心がけており、
第 4 回においては両者の発言合計は 86％に
達していた。 
 以上のように、研修中の発言分析の結果、
小笠地区における研修参加者には、著しい研
修成果を見て取ることができた。 
 
(4)その他の地区におけるプログラム評価 
 焼津地区における研修の成果としては以 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．2年目第 2回研修会における発言分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．2年目第 4回研修会における発言分析 

下の 4 点が成果として報告された。 
・一連の研究を通して、数学授業を構想し実
践し振り返る能力の伸長がなされ、それと
共に、これら一連の活動の重要性とその価
値を感得することができた。 
メンバーのこのような変容は、単元計画全
体を常に視野に入れて、同一の授業を事前
に検討し、参観し、それについて協議する
という場の設定が、大きな役割を果たして
いた。 

・研究会メンバーが固定されていたこともあ
って、メンバーの間に自由に発言し議論す
る雰囲気が醸成され、中学校教員、大学教
員ともに問題意識の向上や多様な視点の習
得がなされた。 

・参加者が職務として研修できる体制が整え
られて、出張として研究に取り組むことが
できた。また、授業研究が実施される場合
には、当該中学校の教員や大学院生の参加
も得て、研究の場を広げ成果を共有するこ
とができた。 

・特に 30 歳前後の教員 5 名にとって、本研
修が数学授業を構想する上での多様な視点
を得ることに大きく貢献した。また、30 歳
代後半教員 2 名は、自らがメンバー全体を
引っ張っていくことの重要性を体感するこ
とができたと述べている。 

 松江地区においても同様の評価がなされ
ており、中学校社会科スタンダードを活用し
た授業構想、授業分析、授業評価・改善の力
量形成には着実な向上が見られた。 
 
(5)研究成果のまとめと課題 
 本研究で実施したすべての地区における
研修では、地域の教育委員会や校長会等と良
好な連携関係を築くことができ、それが研修
成功の原動力になったことは間違いない。今
後同様の研修を実施する場合は、研修環境を
地方自治体が整え、研修自体の企画・立案・
実施・評価は大学が担うという形態が望まし
いことが、本研究成果から明らかとなった。 
 と同時に、今後こういった研修会をどのよ
うに発展させていくかは大きな課題であっ
た。その点で、小笠地区における理科研修に
おいて、研修 3 年目から自主的な研修組織に
改組し、自主的に参加を希望する教員にも門
戸を開き、独り立ちした組織を目指した試み
は、この課題に対して一つの答えを提供でき
たと思われる。最終年度においても、各種の
財団から依頼された研究や地域の研修機会
への貢献活動などが、この自主的研修組織を
中心に実施された。そして地域の研修会で核
となる人材として活躍する姿が多く見られ
た。このように、研修会終了後の会や個人の
活動・活躍こそが、本来成果として評価され
るべきであろう。 
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